様式第１号（第４条・第５条関係）
年　　月　　日
大野市長　様
申請者
住所

氏名　　　　　　　　　　　　印＊


電話番号
大野市公共下水道区域外流入（変更）申請書
下記の土地・家屋に係る区域外流入（変更）を希望しますので、大野市公共下水道区域外流入に関する取扱要綱（以下「要綱」という。）第４条（第５条）の規定に基づき、備考に掲げられた事項を承諾の上、申請します。

記

	申請場所
	地番
	

	
	地積
	

	家屋の使用者
の承諾
	住所
	
	（印＊）

	
	氏名
	
	

	家屋の所有者
の承諾
	住所
	
	（印＊）

	
	氏名
	
	

	土地の所有者
の承諾
	住所
	
	（印＊）

	
	氏名
	
	

	添付図書
	申請箇所の位置図、変更の場合は、変更予定日を記入した変更理由書


（＊本人の署名又は記名押印）

備考（申請者、家屋の使用者及び所有者、土地の所有者は、次の事項を承諾します。）

１　管渠から公共ますまでの工事は、市が施工するものとし、施工後の施設の所有権は市に属することを認めます。（要綱第７条）

２　工事の費用は、申請者が負担し、市に前納します。（要綱第８条）

３　申請場所に係る大野市公共下水道事業受益者負担に関する条例第５条の規定に基づく受益者が負担する負担金の額に相当する額から戸数均等割額を除した額を、公共下水道事業協力金として、市長が発行する納付書により市長の指定する期日までに、申請者が一括納入します。（要綱第９条）

４　区域外流入により接続した位置等の変更又は区域外流入により接続した排水施設の廃止を希望するときは、要綱の規定に基づく必要書類を提出します。また、管渠から公共ますまでの変更又は廃止の工事は、市が施工するものとし、費用は変更（廃止）届出者の負担で、市に前納します。土地・家屋の所有権及び居住に係る権利を第三者に譲渡し、又は土地に占用物権その他の権利を設定し、若しくはこれらの権利を譲渡する場合は、譲受人その他新たに権利を取得することになる者に対し、この申請書の全内容を継承させることを確約します。（要綱第５条から第８条）

５　公共下水道の使用に当たっての料金、管理その他使用者の義務については、下水道条例の規定を順守します。（要綱第１０条）

様式第１号（第４条・第５条関係）　（別紙）

	家屋の使用者
の承諾
	住所
	
	（印＊）

	
	氏名
	
	

	家屋の使用者
の承諾
	住所
	
	（印＊）

	
	氏名
	
	

	家屋の使用者
の承諾
	住所
	
	（印＊）

	
	氏名
	
	

	家屋の使用者
の承諾
	住所
	
	（印＊）

	
	氏名
	
	

	土地の所有者
の承諾
	住所
	
	（印＊）

	
	氏名
	
	

	土地の所有者
の承諾
	住所
	
	（印＊）

	
	氏名
	
	

	土地の所有者
の承諾
	住所
	
	（印＊）

	
	氏名
	
	


（＊本人の署名又は記名押印）


様式第１号（第４条・第５条関係）
年　　月　　日
大野市長　様
申請者
住所　　大野市天神町１－１


氏名　　大野　太郎　　　　　　印＊



電話番号

大野市公共下水道区域外流入（変更）申請書
下記の土地・家屋に係る区域外流入（変更）を希望しますので、大野市公共下水道区域外流入に関する取扱要綱（以下「要綱」という。）第４条（第５条）の規定に基づき、備考に掲げられた事項を承諾の上、申請します。

記

	申請場所
	地番
	大野市○○字○－○、大野市△△字△－△



	
	地積
	200.03㎡、199.90㎡のうち100.00㎡　　　　　などと記入

	家屋の使用者
の承諾
	住所
	大野市天神町２－２
	（印＊）



	
	氏名
	清流　緑
	

	家屋の所有者
の承諾
	住所
	大野市天神町１－１
	（印＊）

	
	氏名
	大野　太郎
	

	土地の所有者
の承諾
	住所
	大野市天神町３－３
	（印＊）

	
	氏名
	荒島　次郎
	

	添付図書
	申請箇所の位置図、変更の場合は、変更予定日を記入した変更理由書


（＊本人の署名又は記名押印）

備考（申請者、家屋の使用者及び所有者、土地の所有者は、次の事項を承諾します。）

１　管渠から公共ますまでの工事は、市が施工するものとし、施工後の施設の所有権は市に属することを認めます。（要綱第７条）

２　工事の費用は、申請者が負担し、市に前納します。（要綱第８条）

３　申請場所に係る大野市公共下水道事業受益者負担に関する条例第５条の規定に基づく受益者が負担する負担金の額に相当する額から戸数均等割額を除した額を、公共下水道事業協力金として、市長が発行する納付書により市長の指定する期日までに、申請者が一括納入します。（要綱第９条）

４　区域外流入により接続した位置等の変更又は区域外流入により接続した排水施設の廃止を希望するときは、要綱の規定に基づく必要書類を提出します。また、管渠から公共ますまでの変更又は廃止の工事は、市が施工するものとし、費用は変更（廃止）届出者の負担で、市に前納します。土地・家屋の所有権及び居住に係る権利を第三者に譲渡し、又は土地に占用物権その他の権利を設定し、若しくはこれらの権利を譲渡する場合は、譲受人その他新たに権利を取得することになる者に対し、この申請書の全内容を継承させることを確約します。（要綱第５条から第８条）

５　公共下水道の使用に当たっての料金、管理その他使用者の義務については、下水道条例の規定を順守します。（要綱第１０条）

※登記簿面積が基礎となる。協力金の算定面積とするため、正確に記入。





本人の署名以外の場合は押印（記名等）





※家屋使用者、所有者とも申請者と同じ場合は、「申請者と同じ」と記入で可。ただし、印は必要。


※対象の建物が借家目的であって、申請の段階で使用者が決まっていない場合は、申請者名。





※対象の建物の所在地が、借地の場合には、土地所有者の同意印が必要。


※申請者と同じ場合には、「申請者と同じ」と記入で可。ただし、印は必要。








